
 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内全域の空家等の利活用を促進し、空家等対策の推進を図

ることを目的に、市内の空家等を活用して地域に貢献する事業を行おうとする市

民に対して、予算の範囲内において、山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金

（以下「補助金」という。）を交付することとし、その交付に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 空家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２

７号）第２条第１項に規定する空家等をいう。 

（２） 所有者等 空家等対策の推進に関する特別措置法第５条に規定する所有

者等をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

（１） 地域の活性化につながる事業を実施するために空家等を活用する者 

（２） 補助金の交付を受けてから１０年以上継続して事業を実施する意思があ

る者 

（３） 市税を滞納していない者 

（４） 山県市暴力団排除条例（平成２４年山県市条例第４号）の規定による暴

力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有していない者 

（５） 事業の目的が政治活動又は宗教活動でない者 

（６） 市長が適当と認めた者 

（補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次条に

規定する建築物を活用して、地域交流の活性化、コミュニティの再生又は地域の

課題の解決の一助となるような地域に貢献する事業で、別表第１に定めるもの（以

下「地域貢献型空家等利活用事業」という。）を実施するために行う空家等の改



 

修工事とする。 

２ 補助金の額は、補助金の交付の対象となる経費から消費税及び地方消費税を除

いた経費の額の２分の１に相当する額（当該額に１，０００円未満の端数が生じ

た場合はこれを切り捨てた額）とし、２００万円を限度とする。 

３ 補助事業は、申請書を提出した年度中に完了するものとする。 

（補助対象建築物） 

第５条 補助金の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、次の

各号に掲げる要件のいずれにも該当する空家等とする。 

（１） 市内に存するものであること。 

（２） 第８条の規定による申請をする日において、１年以上居住その他の使用

がなされていないものであること。 

（３） 過去にこの要綱による補助金の交付を受けていないものであること。 

（４） 国又は地方公共団体からこの要綱による補助金と同様の補助金の交付を

受けていないものであること。 

（５） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定に適合する建築物であ

ることについて第８条の規定による申請をするとき（当該申請に係る改修工事

により空家等を建築基準法に適合させる場合にあっては、第１１条の規定によ

る報告をするとき）に証することができるものであること。 

（６） 地域貢献型空家等利活用事業の実施に当たり、建築基準法第８７条第１

項の規定により準用する同法第６条第１項の規定による確認を受けることが必

要となる場合は、第８条の規定による申請をするとき（当該申請に係る改修工

事が当該確認を受けることができるようにするためのものである場合にあって

は、第１１条の規定による報告をするとき）に同項に規定する確認済証の写し

を添付することができるものであること。 

（７） 昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けた建物（建築確認が不要  

な建物の場合は、昭和５６年５月３１日以前に着工した建物）については、耐

震性が確保されている建築物であることについて第８条の規定による申請をす

るとき（当該申請に係る改修工事が空家等を当該建築物にするためのものであ

る場合にあっては、第１１条の規定による報告をするとき）に証することがで

きるものであること。 

（補助条件） 



 

第６条 補助を受けることができる者は、次の各号に掲げるいずれかに該当する者

とする。 

（１） 補助対象建築物の所有者等で、当該補助対象建築物を改修して補助事業

を行うもの（次に掲げる場合にあっては、それぞれ次に定める者の同意を得た

者に限る。） 

ア 当該補助事業を行う者以外に補助対象建築物の所有者等がいる場合 当該

所有者等 

イ 当該補助事業を行う者が補助対象建築物の存する土地所有者でない場合 

当該土地所有者 

（２） 補助対象建築物を賃借し、当該補助対象建築物を改修して補助事業を行

うもの（次に掲げる場合にあっては、それぞれ次に定める者の同意を得た者に

限る。） 

ア 当該補助事業を行う者が補助対象建築物を賃借する場合 当該補助対象建

築物の所有者等 

イ 当該補助事業を行う者が補助対象建築物の存する土地所有者でない場合 

当該土地所有者 

（補助対象経費） 

第７条 補助対象経費（消費税及び地方消費税を除く額）は補助対象者が補助事業

を実施するのに必要な改修工事費の全部又は一部とする。 

（交付申請） 

第８条 補助対象者は、この要綱による補助金の交付を受けようとするときは、山

県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる

書類を添えて、市長に提出するものとする。 

（１） 事業計画書 

（２） 収支予算計画書 

（３） 土地及び建物登記事項証明書 

（４） 改修工事費の見積書及び改修工事に係る設計図書 

（５） 着工前の現場写真 

（６） 補助対象建築物が空家等であることを証する書類 

（７） 補助金の交付を受けようとする者が、補助対象建築物を賃借する者であ

る場合は、賃貸借契約書の写し（次条第２項の規定による補助金の交付の決定



 

を受けた場合に契約する場合等は、賃貸借契約確約書その他補助対象建築物を

賃借することを証明する書類の写し） 

（８） 補助対象建築物が建築基準法の規定に適合する建築物であることを証す

る書類（補助事業により空家等を建築基準法の規定に適合させる場合を除く。） 

（９） 地域貢献型空家等利活用事業の実施に当たり、建築基準法第８７条第１

項の規定により準用する同法第６条第１項の規定による確認を受けることが必

要となる場合は、同項に規定する確認済証の写し（補助事業により空家等を建

築基準法の規定に適合させる場合を除く。） 

（１０） 補助対象建築物が昭和５６年５月３１日以前に建築確認を受けた建物

（建築確認が不要な建物の場合は、昭和５６年５月３１日以前に着工した建物  

）である場合においては、補助対象建築物が耐震性が確保されていることを証

する書類 

（１１） 第６条第１号ア若しくはイ又は第２号ア若しくはイに掲げる場合に該

当する場合は、それぞれ同条第１号ア若しくはイ又は第２号ア若しくはイに定

める者の同意書 

（１２） 補助金の交付を受けてから１０年以上継続して補助対象建築物を活用

した地域貢献型空家等利活用事業を実施する旨の誓約書 

（１３） その他市長が必要と認める書類 

（交付決定等） 

第９条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、当該申請に係る書類に基

づき、当該申請をした補助対象者（以下「申請者」という。）の意見を直接聞き

ながら、事業計画等申請内容の確認を行い、当該申請に係る書類の審査及び必要

に応じて行う現地調査により、次に掲げる事項の審査を行うものとする。 

（１） 申請書類等の的確性 

（２） 事業計画の妥当性 

（３） 補助対象者としての適格性 

（４） 改修工事費算定の正確性 

（５） 補助事業としての妥当性 

（６） その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の規定による確認及び審査をした後、補助金の交付の可否を決定

し、山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式



 

第２号。以下「決定通知書」という。）により、申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、決定通知書により通知するときは、必要な条件を付することができる。 

（補助事業の内容の変更等） 

第１０条 決定通知書を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、第８条

の申請内容を変更し、又は中止しようとするときは、速やかに山県市地域貢献型

空家等利活用事業補助金交付変更（中止）申請書（様式第３号）に変更内容に係

る書類の写しを添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更又は中止の申請があった場合は、速やかにその

内容を審査し、変更又は中止の可否等を決定し、山県市地域貢献型空家等利活用

事業補助金交付変更（中止）承認（却下）通知書（様式第４号。以下「承認通知

書」という。）により、交付決定者に通知するものとする。 

３ 市長は、承認通知書により通知するときは、必要な条件を付することができる。 

（補助事業の完了の報告） 

第１１条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、山県市地域貢献型空家等利

活用事業補助金工事完了届（様式第５号。以下「工事完了届」という。）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 補助事業に係る契約書の写し 

（２） 補助事業に要した経費の内訳を示す書類 

（３） 各種領収書の写し 

（４） 完了後の現場写真（改修工事に係る箇所が分かる改修工事中の写真を含

む。） 

（５） 補助事業により空家等を建築基準法の規定に適合させる場合は、第８条

第８号に規定する書類 

（６） 地域貢献型空家等利活用事業の実施に当たり、建築基準法第８７条第１

項の規定により準用する同法第６条第１項の規定による確認を受けることが必

要となる場合において、補助事業により空家等を建築基準法の規定に適合させ

るときは、第８条第９号に規定する確認済証の写し 

（７） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合においては、工事完了届の

審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が



 

補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するかを調査し、適合す

ると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、山県市地域貢献型空家等利

活用事業補助金額確定通知書（様式第６号）により交付決定者に通知するものと

する。 

（補助金の請求） 

第１３条 交付決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、補助金額確定日

から１月以内に、山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付請求書（様式第

７号）により、市長に請求しなければならない。 

（交付方法） 

第１４条 補助金の交付は、前条の規定による交付請求があった場合、交付決定者

が指定する金融機関の口座に振り込むことにより行うものとする。 

（地域貢献型空家等利活用事業の報告等） 

第１５条 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付後１０年間毎年度６月末日ま

でに、山県市地域貢献型空家等利活用事業実績報告書（様式第８号）により、市

長にその前年度の地域貢献型空家等利活用事業に関する報告をするものとする。 

（決定の取消し） 

第１６条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当したときは、山県市地

域貢献型空家等利活用事業補助金交付決定取消通知書（様式第９号）により交付

決定の取消しを交付決定者に通知するものとする。 

（１） 虚偽の申請その他不正な行為により補助金の交付決定を受けたとき。 

（２） 補助金を他の用途に使用したとき 

（３） その他補助金の交付決定等に付した条件に従わなかったときのほか、市

長が不適当と認める事由が生じたとき。 

（補助金の返還） 

第１７条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、既

に交付した補助金の全部若しくは一部を期限を定めて、その返還を命ずるものと

する。ただし、やむを得ない理由があると市長が認めるときは、この限りでない。 

（交付原簿） 

第１８条 市長は、山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付台帳（様式第１

０号）を備え、申請者及びその交付の状況を明らかにしておかなければならない。 

（補則） 



 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第４条関係） 

NO 関連分野 内容 

１ 地域交流事業 
地域力の推進及び多世代交流につながる活動を行う

事業 

２ 福祉事業 
高齢者等の健康サポートや交流につながる活動及び

福祉に係る事業 

３ 子育て支援事業 
放課後児童の居場所づくりや子育て世帯のふれあ

い・交流スペースの提供など子育て支援に係る事業 

４ 教育関連事業 生涯学習及び文化教育に係る事業 

５ 国際交流・観光事業 多言語交流及び観光の推進に係る事業 

６ その他 
地域の活性化や暮らしやすい街づくりなどに資する

公益的活動及び市長が認めた事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号（第８条関係） 

年 月 日  

山県市長 様 

申請者 住 所            

                       氏 名            

                       電話番号 

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付申請書 

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付要綱第８条の規定により、下記の

とおり関係書類を添えて申請します。 

なお、市が交付要件の審査のために、市備付けの課税台帳、住民基本台帳等の内

容を確認することに同意します。 

 

記 

 

１ 事業の場所 山県市 

２ 事業の名称 

又は内容 
 

３ 

 

使
用
す
る
空
家
等
の
状
況 

所有者名  

所有者住所  

種類  

構造  

面積 土地面積       ㎡ 建物延べ面積      ㎡ 

建築年月日  

４ 改修予定箇所                    



 

５ 改修工事期間    年  月  日 ～   年  月  日 

６ 補助対象経費見積額                   円（税抜） 

７ 補助金申請額 
                  円 

※ 1,000 円未満切り捨て 

添付書類 

 

□ 事業計画書 
     

□ 収支予算計画書 
    

□ 土地及び建物登記事項証明書 
   

□ 改修工事費の見積書及び改修工事に係る 

  設計図書 
 

   

□ 着工前の現場写真 
    

□ 補助対象建築物が空家等であることを証する書類 
 

□ 賃貸借契約書（賃貸借契約確約書等）の写し等 
 

□ 補助金交付申請補助対象建築物が建築基準法の規定に 

適合する建築物であることを証する書類 

□ 建築物の用途の変更に係る確認済証の写し 
  

□ 補助金交付申請補助対象建築物が耐震性の確保されている 

建築物であることを証する書類 

□ 建物所有者の同意書 
    

□ 土地所有者の同意書 

□ 誓約書     

□ その他市長が必要と認める書類 
   



 

 



 

 

 

事業計画書 

            年  月  日 

山県市長 様 
       

 

  
  

申請者  
 

 
  

 

  
   

住所   
  

 

  
   

氏名 

電話番号 

事業の場所 山県市           
 

 

事業の目的及び内容 
       

 

【実施期間】 改修工事  年  月  日  ～     年  月  日 

  利活用事業  年  月  日  ～     年  月  日   

【事業者名】 
       

 

【建物所有者】 
       

 

【土地所有者】 
       

 

【施設利用者】 想定する利用者 

  想定する利用者数        人 ※年間延べ人数（見込み）   

【事業拠点】 耐震性  → 有 ・ 無  （備考            ） 

  建築年  →     年築 

  
確認申請 → 要 ・ 不要        

事業費  →             ※改修工事費 

【建物用途】 
       

 

（１）事業の目的、必要性（事業を実施する理由や背景など） 
   

   

  
       

 

  
       

 

（２）事業の公益性（営利目的ではなく、地域課題の解決や地域の活性化に寄与するものか） 

 

 

 

  

（３）事業効果（地域コミュニティの維持・活性化につながるか）        

  
       

 

  
       

 

  
       

 

（４）事業の実行性、継続性（人員体制、自主財源の確保の方法など） 
  

   

  
       

 

  
       

 

  
      

  



 

収支予算計画書 

事業の目的及び内容       申請者氏名 

           

１ 収入の部               

内   訳 予 算 額 備   考 

補助金    

     

     

     

     

     

 合 計    

２ 支出の部               

内   訳 予 算 額 備   考 

改修工事費    

     

     

     

     

     

 合 計    

      
   

      

（注）収支の計は、それぞれ一致するようにしてください。 
   



 

同意書 

 

山県市長 様 

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業（以下「本事業」という）への申請にあた 

り、下記のとおり同意します。 

 

1 申請者（氏名:          ）が、私の家屋等（所在地:山県市           

）を本事業のために改修すること。 

 

２ 本事業の補助を受けて改修した家屋等を工事の完了日から１０年以上継続

的に地域貢献事業拠点として活用し続けること。 

 

３ 事業運営期間終了後の改修した家屋等の原状回復については、賃貸借契約

者間の取り決めに従うこと。 

 

 

年  月  日 

（建物所有者） 

住 所 

                     氏 名 

                     連絡先 

 

                   （土地所有者）上記家屋の存する土地                                          

住 所 

                     氏 名 

                     連絡先 



 

誓約書 

 

山県市長 様 

 

 

 山県市地域貢献型空家等利活用事業への申請にあたり、当該申請によって補助 

金交付決定後改修工事完了から１０年間、当該事業を継続し、かつ、毎年度６月末

までに山県市地域貢献型空家等利活用事業報告書を提出することを誓約します。 

 

 

１ 申請事業名  山県市地域貢献型空家等利活用事業 

 

２ 交付申請日      年  月  日 

 

３ 申請者氏名                   

       （連絡先） 

           

 

 

年  月  日  

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２号（第９条関係） 

第   号 

                             年 月 日 

  様 

山県市長        

（公印省略）  

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付（不交付）決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった山県市地域貢献型空家等利活用事業補

助金交付申請について、下記のとおり決定したので、山県市地域貢献型空家等利活

用事業補助金交付要綱第９条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 決定区分 交付   ・   不交付 

２ 補助対象事業 改修 

３ 交付決定額 金           円 

４ 交付の条件 

 

（不交付の場合） 

５ 不交付とする

理由 

 

 

 



 

様式第３号（第１０条関係） 

年 月 日 

山県市長 様 

申請者 住 所            

                       氏 名            

                       電話番号 

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付変更（中止）申請書 

 

   年  月  日付け  第  号で交付決定を受けた山県市地域貢献型空

家等利活用事業補助金について変更（中止）したいので、山県市地域貢献型空家等

利活用事業補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申

請します。 

 

 

１ 補助対象事業 改修 

２ 変更（中止）する理由 
 

３ 変更前 

 

４ 変更後 

 

５ 変更後の補助対象経費                 円（税抜） 

６ 補助金交付変更申請額                 円（税抜） 



 

様式第４号（第１０条関係） 

第   号 

年 月 日 

        様 

山県市長        

（公印省略）  

 

    山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付変更（中止）承認（却下）

通知書 

 

   年  月  日付けで申請のあった山県市地域貢献型空家等利活用事業

補助金交付変更（中止）申請について、下記のとおり決定したので、山県市地域貢

献型空家等利活用事業補助金交付要綱第１０条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 決定区分 承認   ・   却下 

２ 補助対象事業 改修 

３ 変更前  

４ 変更後 
 

５ 交付の条件 

 

（却下の場合） 

６ 却下とする理由 

 



 

様式第５号（第１１条関係） 

年 月 日 

山県市長 様 

申請者 住 所              

                     氏 名              

                     電話番号 

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金工事完了届 

 

   年  月  日付け  第  号で交付決定（交付変更承認）通知を受け

た山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金について、改修工事が完了しましたの

で、次のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

 

１ 補助対象経費                     円（税抜） 

２ 交付決定額                     円 

３ 改修実施期間 

着工      年     月     日 

完了      年     月     日 

４ 改修実施内容 

 

 

 

 



 

様式第６号（第１２条関係） 

第   号 

                             年 月 日 

  様 

山県市長        

（公印省略）  

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金額確定通知書 

 

  年  月  日付けで完了報告のあった山県市地域貢献型空家等利活用事

業補助金について、下記のとおり決定したので、山県市地域貢献型空家等利活用事

業補助金交付要綱第１２条の規定により通知します。 

 

 

記 

 

             

 

補助金交付確定額  金            円 

 

 

 

 

 

 

 

 

※補助金の交付は、山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付要綱第１４条の

規定により、指定された金融機関の口座に振り込むことにより行うものとする。 



 

様式第７号（第１３条関係） 

年 月 日 

山県市長 様 

申請者 住 所            

                       氏 名           

                       電話番号 

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付請求書 

 

   年  月  日付け  第  号で確定通知を受けた山県市地域貢献型空

家等利活用事業補助金について、山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付要

綱第１３条の規定により、次のとおり請求します。 

 

 

 

１ 補助金交付請求金額   金          円 

 

２ 振込先 

金融機関名 
銀行・農協・信用金庫・信用組合 

本支店名 
            本店・支店・出張所       

預金種別 普通  ・  当座 

口座番号 
 

フリガナ  

口座名義人 
 

 

 



 

様式第８号（第１５条関係） 
      

年度 山県市地域貢献型空家等利活用事業実績報告書 

            年   月   日 

山県市長 様 
       

  

  
   

申請者 
  

  

  
    

住所 
  

  

  
    

氏名            

  
    

電話番号 
 

  

  
       

  

    年 月 日付け 第  号で交付決定を受けた山県市地域貢献型空家等利活用

事業補助金について、山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付要綱第１６条の 

規定により、次のとおり報告します。 

【事業の名称】 
  

【事業実施間】 

     

年   月   日  ～    年   月   日 

 

【事業の場所】    山県市 
      

  

【施設利用者】 
               人（年間延べ利用者数）  

 

【事業実施内容】  

  
 

  

  

【事業効果】当事業が地域の活性化等につながっていると思われる効果を記載すること 

  

        
  

      

※収支精算内訳書を添付すること 

※記録写真その他必要書類を添付すること 



 

年度 収支精算内訳書 

 

事業名       申請者氏名 

           

１ 収入の部              

内   訳 予 算 額 決 算 額 備   考 

  
   

  
 

   

  
 

   

  
 

   

 合 計 
 

   

２ 支出の部              

内   訳 予 算 額 決 算 額 備   考 

  
   

  
 

   

  
 

   

  
 

   

  
 

   

 合 計 
 

   

    
収入支出差引額      

 

※ 収支精算内訳は、事業全体の実績について記載すること 

※ 内訳の詳細については、備考欄に記載又は別紙（任意様式）を添付すること 



 

様式第９号（第１６条関係） 

第   号 

年 月 日 

        様 

山県市長        

（公印省略）  

 

山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付決定取消通知書 

 

   年  月  日付けで交付決定した山県市地域貢献型空家等利活用事業補

助金について、下記のとおり決定したので、山県市地域貢献型空家等利活用事業補

助金交付要綱第１６条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 決定区分 交付決定取消 

２ 補助対象事業 改修 

３ 取消しとする 

理由 

 

 

 

  



 

様式第１０号（第１８条関係） 

 

年度 山県市地域貢献型空家等利活用事業補助金交付台帳 

 

番

号 

申請日 

申請者 建物の概要 

補助対象

事業 

決定通知 変更決定通知 

交付額 交付年月日 備考 

氏名 住所 所在地 

賃貸の

場合 

契約日 

別表第１

NO 

番号 

決定年

月日 

番

号 

決定年

月日 

              

報告年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 

結 果           

 

 

 

 

 

 

 


